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令和９年度 高等学校奨学生募集要項（予約募集） 
 
 

公益財団法人鹿児島県育英財団 
 
 

１ 貸与月額 

区分 通学区分 貸与月額（予定） 

国公立 
自宅 １８，０００円 

自宅外 ２３，０００円 

私  立 
自宅 ３０，０００円 

自宅外 ３５，０００円 

 

（注１） 通学区分の「自宅」とは、生計維持者※と同居し通学する場合で、「自宅外」とは、生計維

持者と別居し寮などから通学する場合である。 
※ 生計維持者とは、申請者の父及び母又はこれに代わって家計を支えている者をいう。 

生計維持者となる者の例については、参考資料「生計維持者について」を確認すること。 
（注２） 高等専門学校は、原則、対象外とする。奨学金を希望する場合は、日本学生支援機構の奨学

金を申請すること。ただし、日本学生支援機構の採用基準を満たさないと思われる場合は、申

請前に学校を通じて当財団に相談すること。 

 
２ 貸与期間 
 ⑴ 貸与期間は、高等学校、中等教育学校の後期課程、特別支援学校の高等部及び専修学校（高 

  等課程）（以下「高等学校等」という。）の卒業までの正規の修学期間とする。 
 ⑵ 奨学生に休学・退学等の異動が生じた場合は、異動事由の発生した日の翌月（その日が月の初

日であるときは、その日の属する月）から貸与を休止又は取り消す。 
 ⑶ 奨学生となった後に生計維持者が県外へ転居した場合（単身赴任を除く。）は、貸与を取り消

す｡ 
 
３ 応募の資格 

  鹿児島県内に生活の本拠を有する者の子等で、令和９年４月に高等学校等に進学しようとする者 

 
４ 奨学生の選考基準 

  応募の資格を有し、人物及び学力の基準を満たす者について学校長が推薦し、推薦された者の家

計を含め、総合的に審査・選考を行う。 

⑴ 人物 

 次のア～ウの各号の全てに該当する者 

ア 中途で学業を放棄することがないと思われる者 
イ 学習活動、その他生活全般を通じて、態度・行動が生徒としてふさわしく、 将来良識ある

社会人として活動できる見込みがある者 
ウ 奨学金返還の義務について、責任を自覚できる者 

 

⑵ 学力基準 

 次のア又はイの基準を満たす者 

ア 中学校１～２年の全履修教科・科目における学業成績の評定平均値が５段階評価で３．０

以上である者 

イ アには該当しないが、勉学意欲がある者 

 

 

1



⑶ 家計基準 

 ア 学力基準アに該当する場合 

生計維持者の貸与額算定基準額の合計が 189,400 円以下であること。 
（貸与額算定基準額の算定方法は  別紙１  を参照） 

    
  イ 学力基準イに該当する場合 

生計維持者の貸与額算定基準額の合計が 51,300 円以下であること。 
（貸与額算定基準額の算定方法は  別紙２  を参照） 

 

５ 提出書類等 
 ⑴ 申請者が在学する又は卒業した中学校、義務教育学校又は特別支援学校の中学部（以下、「中

学校等」という｡)へ提出するもの 

   提出期限 各中学校等が定めた日  

 

ア 全員が提出するもの 

(ア) 奨学金貸与申請書（高等学校等奨学生：予約募集）（第１号様式） 

(イ) 

生計維持者の令和８年度（令和７年分）所得額課税額証明書（原本）又は 

世帯全員分の名前が記載された生活保護受給証明書（原本） 

 

※ 所得額課税額証明書は、①～⑦の項目が記載された証明書の発行を依頼すること。 

 ただし、②、③の記載がない場合は、それぞれ０円として審査を行う。 

①課税標準額 ②調整控除額 ③税額調整額   ④扶養親族数及び内訳  

⑤控除等に係る本人該当区分 ⑥合計所得金額  ⑦総所得金額等 

 

※ 生活保護受給証明書は、市町村役場又は福祉事務所が発行するものとする。 

(ウ) 令和９年度高等学校等奨学生予約募集申請用チェックシート 

 
  所得額課税額証明書について 
  「所得額課税額証明書」は、令和８年１月１日時点に居住している市区町村から発 
行されるが、書類の名称が異なる場合がある。 
 また、上記（イ）に記載した項目が記載された証明書の発行について、コンビニ交 
付されない市区町村もあるため、交付を受ける際は、市区町村の税担当窓口へ確認す 
ること。 

 
 
イ 該当者のみ提出するもの 

 該当区分 提出書類 

(ア) 

児童養護施設等に入所している者

（18 歳となる前日まで入所してい

た者も含む。） 

入所等を証明する書類（原本） 

【施設長等が記入した別紙様式１又は施設

長等が発行する施設等在籍証明書、児童（里

親）委託証明書等】 
(イ) 里親に養育されている者 

(ウ) 

失業中の場合 （希望者のみ） 

（令和７年中に就労していたが、応募時におい

て失業中の場合） 

離職日の確認できる書類 

【離職証明書、雇用保険被保険者離職票の写

し、解雇通知書等】 
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(エ) 

収入が著しく減少した場合 

（希望者のみ） 

（令和７年中に就労していたが、申込までの間

に再就職等により収入が著しく減少した場合） 

申請時から向こう１年間の収入見込み額が

分かる証明書（原本） 

【会社等が記載した別紙様式２又は会社等

独自の様式】 

(ウ)、(エ)については、審査の結果、貸与額算定基準額が基準額を満たさず、減少後の収入

額で再審査を希望する場合のみ提出すること。 

その他、育英財団が必要と認める書類の提出を依頼する場合がある。 

    

⑵ 学校が作成するもの 

ア 奨学生推薦書（高等学校等奨学生：予約募集）（第２号様式） 

イ 奨学金貸与申請者一覧（高等学校等奨学生：予約募集）（別紙様式３） 

 
６ 申請の手続及び提出期限等 

⑴ 中学校等から市町村教育委員会へ（県内市町村立中学校等以外は、直接当財団へ） 

提出期限：各市町村教育委員会が定めた日 

学校長は、申請者から提出された書類を精査の上、応募の資格を有し、人物及び学力のそれぞ

れの基準を満たす者について、５の⑵で作成した「奨学生推薦書」及び「奨学金貸与申請者一覧」

を添付して推薦すること。 

なお、希望者がない場合も「奨学金貸与申請者一覧」の氏名欄に「該当なし」と記入し、提出

すること。 

 

 ⑵ 市町村教育委員会から当財団へ     

提出期限：令和８年 10月 16 日（金） 

   学校長から提出された申請書類を確認の上、別紙様式４「奨学金貸与申請報告書」を作成し、 

  提出する。希望者がない場合も必ず提出すること。 

 
７ 選考の方法 
  書類審査の上、奨学生選考委員会で選考する。 
 
８  採用候補者の認定及び通知 

  選考の結果、募集人員の範囲内で採用候補者を認定し、令和８年 12月末までに（県内市町村立中

学校等にあっては市町村教育委員会を経て、その他の学校は直接）中学校等の長へ通知する。 

 
９  採用決定までの流れ 
 ⑴  中学校等在学時 
   「奨学金振込口座届」（上記８の通知と併せて送付）を期日までに学校に提出する。 
 
 ⑵ 高等学校等進学後  
    令和９年４月に、進学先の高等学校等を通じて在学を確認後、「誓約書・奨学金借用証書」  

の様式を送付する。採用候補者は必要事項を記入の上、学校に提出すること。学校から当財団  

への提出が確認され次第、正式に採用決定となる。 
    また、「誓約書・奨学金借用証書」の提出に当たっては、第一・第二連帯保証人が必要とな  

り、両連帯保証人の印鑑登録証明書の提出も必要となることから、事前に関係者間で、奨学金返

還についての共通した認識を持っておくこと。 

なお、決められた期日までに、「誓約書・奨学金借用証書」の提出のない場合や、不備の修正

等が完了しなかった場合は、採用候補の認定を取り消す。 
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連帯保証人について 

    ・ 第一連帯保証人には、親権を持つ父母のどちらか（親権者がいない場合は後見人） 
    を選任すること。 
   ・ 自己破産者（免責になった者も含む。）や再生債務者及び未成年者は選任できない。 
    （父母とも自己破産者の場合は、本人の親族を選任すること。） 
   ・ 第二連帯保証人には、本人及び第一連帯保証人とは別生計の人を選任すること。 
 
 
10 奨学金の返還 

 ⑴ 奨学金は貸与制（無利息）であり、貸与終了後は返還の義務がある。 
 ⑵ 返還開始時期は、高等学校等を卒業した日、奨学金の貸与期間が満了した日又は貸与を取り消

された日から６か月経過後（７か月目）からとする。 
 ⑶ 貸与を受けた奨学金は、口座振替により月賦で返還することとする。 
 ⑷ 正当な理由がなく、奨学金を返還すべき日までにこれを返還しなかったときは、延滞利息を支

払うことになる。 
 ⑸ 次の場合は、申請により奨学金返還の履行期限を猶予することができる。 
    ア 在学中に、貸与期間が満了した場合、又は貸与を取り消された場合は、６か月経過したとき

から、退学又は卒業後６か月までの期間 
イ 退学又は卒業後、返還開始前に他の学校等へ入学した場合は、返還開始時から、他の学校等

を退学又は卒業後６か月までの期間 
更に、他の学校等へ入学した場合も同様の期間 

ウ 返還開始後、他の学校等へ入学した場合は、入学したときから、退学又は卒業後６か月まで

の期間 
エ 理事長がやむを得ない事情があると認めた場合 
 

    【返還額（参考）】 

区分 通学区分 貸与月額 ３年間の貸与総額 返還回数 月賦返還額 

国公立 
自宅 18,000 円 648,000 円 130 回以内 5,000 円以上 

自宅外 23,000 円 828,000 円 124 回以内 6,700 円以上 

私立 
自宅 30,000 円 1,080,000 円 144 回以内 7,500 円以上 

自宅外 35,000 円 1,260,000 円 150 回以内 8,400 円以上 

      ＊ 全額又は一部繰上返還をすることが可能である。 
 
 

11 応募書類の提出先及び連絡先 
    〒890-8577 
   鹿児島市鴨池新町 10番１号（県庁 17階） 
    公益財団法人鹿児島県育英財団 
    TEL 099-286-5244   
   FAX 099-286-5229 
      http://www.kagoshima-ikuei.jp 
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別紙１ 

 

貸与額算定基準額の算定方法 

（高等学校奨学金「学力基準ア」の場合）  

 

 生計維持者の貸与額算定基準額の合計が 189,400 円以下であれば、家計基準を満た

します。  

 

 

「貸与額算定基準額 」  ＝ ①「課税標準額 」 × ６％ － ②「市町村民税調整控除額」  

            － ③「多子控除」 － ④「ひとり親控除」－ ⑤「通学控除」 

 
 
 
※  市町村民税所得割が非課税の場合及び生活保護受給世帯は、この計算式に

かかわらず、貸与額算定基準額が０円とみなします。 
ただし、ふるさと納税等による寄付金控除、住宅ローン控除、定額減税等

の臨時的な減税措置等に基づく税額控除や、市町村民税の減免は、貸与額算
定基準額に影響しません。よって、これらの適用により所得割が非課税とな
っていても、貸与額算定基準額は０円にならない場合があります。  

 

①「課税標準額」 

 生計維持者の所得額課税額証明書で確認します。 

 市区町村によって様式が異なり、課税標準額の記載方法が異なる場合があります。 

 課税標準額（総合分）と課税標準額（分離分）が分かれて記載されている場合は、

合計した額となります。 

 

②「市町村民税調整控除額」 

 生計維持者の所得額課税額証明書で確認します。 

 記載がない場合は、０円として審査します。 

 

③「多子控除」 

 生計維持者が２人を超える子どもを扶養している場合、２人を超える子ども１人に

つき 40,000 円を控除します。 

 申請日時点において、生計維持者が扶養する子どもの数で判断します。 

 例：生計維持者が申請者と、中学生の弟、小学生の妹の３人を扶養している場合の

控除額 

（３―２）人×40,000 円＝40,000 円となります。 

 

④「ひとり親控除」 

 ひとり親世帯に該当する場合に、40,000 円控除します。 

 

⑤「通学控除」 

 全員に対し、22,000 円控除します。 

 

 

（※100 円未満切捨て） 
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別紙２ 

 

貸与額算定基準額の算定方法 

（高等学校奨学金「学力基準イ」の場合）  

 

 

 生計維持者の貸与額算定基準額の合計が 51,300 円以下であれば、家計基準を満たし

ます。 

 

 

「貸与額算定基準額 」  ＝  ① 「課税標準額」 × ６％ － 

（ ② 「市町村民税調整控除額」 ＋ ③「市町村民税調整額 」） 

 

 

※  市町村民税所得割が非課税の場合及び生活保護受給世帯は、この計算式に
かかわらず、貸与額算定基準額が０円とみなします。 

ただし、ふるさと納税等による寄付金控除、住宅ローン控除、定額減税等
の臨時的な減税措置等に基づく税額控除や、市町村民税の減免は、貸与額算
定基準額に影響しません。よって、これらの適用により所得割が非課税とな
っていても、貸与額算定基準額は０円にならない場合があります。  

 

 

①「課税標準額」 

 生計維持者の所得額課税額証明書で確認します。 

 市区町村によって様式が異なり、課税標準額の記載方法が異なる場合があります。 

 課税標準額（総合分）と課税標準額（分離分）が分かれて記載されている場合は、

合計した額となります。 

 

 

②「市町村民税調整控除額」 

 生計維持者の所得額課税額証明書で確認します。 

 記載がない場合は、０円として審査します。 

 

 

③「市町村民税調整額」 

 生計維持者の所得額課税額証明書で確認します。 

 記載がない場合は、０円として審査します。 

 

 

（※100 円未満切捨て） 
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参考資料 

生計維持者について 

 

生計維持者とは、原則申請者の父母（父母ともにいない場合は、代わって生計を維持している者）です。 

 

≪生計維持者となる者の例≫ 

（注１）上記に該当する例がなく、生計維持者の判断ができない場合は、育英財団へお問い合わせください。 

（注２）生計維持者は、無職（専業主婦（夫））や扶養されている場合も関係なく、所得額課税額証明書の提出が必

要です。 

（注３）事実関係が確認できる証明書の提出を求める場合があります。 

Ⅰ 父母ともにいる場合 生計維持者 

１ 父母と同居・別居 
父母（２名） 
※父母が無職無収入の場合でも生計維持者となります。 
※以下のような場合でも父母（２名）が生計維持者となりま
す。 
・申請者自身のアルバイト収入で生計を立てている場合 
・父母と離れて暮らす社会人の兄と同居している場合 等 

２ 父母どちらか又は両方が海外赴任・単身赴任 

Ⅱ 父母が離婚調停中 生計維持者 

１ 父母が離婚調停中 
父母（２名） 

※離婚調停中でも原則は父母となります。 

２ 
父母が離婚調停中（父又は母は別居しており、一切

の支援を得られない） 
申請者の生活を支援する父又は母（１名） 

Ⅲ 父母が離婚 生計維持者 

１ 
父母が離婚し、父又は母（いずれか一方）と同居し

ている 

同居している父又は母（１名） 

※申請者と別居している父又は母から日常的に金銭的支援を受

けている場合は２名となります。 

２ 父母が離婚後、再婚（事実婚を含む）している 父又は母と再婚相手（２名） 

Ⅳ 父母と死別、又は意識不明 生計維持者 

１ 父又は母と死別（再婚していない） 左記に該当しない父又は母（１名） 

２ 
父母と死別し、親族から支援を受けながら一人暮ら

しをしている 

主に支援をしている親族（１名） 

※支援をしている人が複数人であっても、主に生計を維持してい

る１名となります。 

３ 
父又は母が意識不明（精神疾患含む）により意思疎

通ができない 

意思疎通できる父又は母（１名） 

※意思疎通ができない父又は母は生計維持者に含みません。 

Ⅴ 申請者が生計維持者となる場合（独立生計者） 生計維持者 

１ 

社会的養護を必要とし、１８歳となる前日に児童養

護施設等に入所している （いた）又は里親に養育さ

れている（いた） 

申請者（１名） 

※左記に該当する場合、父母の有無にかかわらず、申請者（１名）

が生計維持者となります。 

２ 
申請者が結婚しており、申請者が納税手続きにおい

て配偶者を扶養している 
申請者（１名） 
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第１号様式

ﾌﾘｶﾞﾅ

円

円 円

円

円 円

昭和

平成
  年　 　月　 　日

家
族
住
所
等

〒 　　 　－

住所
コード

アパート名
（マンション）

部屋番号

※ 全・定・通

貸与開始から卒業までの正規の修学期間 令和９年４月から令和　　年３月まで（　　年間）

　鹿児島県

奨学金貸与申請書（高等学校等奨学生：予約募集）

学
校
名

市 町

村 立

中学校
学　園
義務教育学校

学校
コード

※携帯電話番号を記入
した場合は、続柄

（　　　　）

電話番号 －　　　　－

※　入学後の通学区分 自宅通学　　　・　　　自宅外通学

氏
名

生年月日

　生計維持者について
　※生計維持者は申請者の父母（２名）です。（ひとり親世帯等を除く。）
　　父母がいない場合は、これに代わって家計を支えている者となります。

本人との
続柄

氏名 年齢
※所得額課税額証明書を提出する場合は記入

課税標準額
市町村民税調整控除額及び

市町村民税調整額

進
学
希
望
校

名
称

※ 国公立・私立 学
科
名

　※世帯の状況
　　　・ひとり親世帯　（※再婚している場合は除く。）

　　　・生活保護受給世帯　　 　・児童養護施設等入所　　 　・該当なし

※裏面の保護者自署欄以外は、全て申請者（生徒本人）が記入すること。

　生計維持者が扶養する子どもについて

本人との
続柄

氏名 年齢
在学学校 育英財団の奨学生又は返還中

の場合は奨学生番号（７桁）
を記入してください。学校名 学年

1 本人

調整控除額

調整額

2
調整控除額

調整額

1

2

3

4

5

6

7

9



　貴財団の奨学生として採用の上、奨学金を貸与してくださるよう申請します。

令和　　年　　月　　日

　　　 氏名

氏名

公益財団法人鹿児島県育英財団理事長　殿

【注意事項】

⑴　※印の欄は、該当するものを○で囲むこと。

⑵　「住所コード」欄は、別添「住所コード一覧」を参照し記入すること。

＊　御記入いただいた情報は、奨学金以外の目的には利用されません。

奨学金は、給付型（もらう）ではなく、貸与型（借りる）であり、卒業後は、必ず返還が必要となりま
す。卒業後の奨学金返還の計画、決意を記入してください。

　高等学校等での目標（頑張りたいことや希望進路等）を１００文字以上で記入してください。

　奨学金貸与申請に至った家庭の生活状況やその他特記すべき事情を詳しく記入してください。

本　人

（本人自署）

保護者

（保護者自署）

⑶　「貸与開始から卒業までの正規の修学期間」欄は、看護学科の場合５年間、通信制・定時制の場合
　４年間。
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第２号様式  
 

奨 学 生 推 薦 書 （高等学校等奨学生：予約募集） 
 

 
 
氏 名 

 

  
ﾌﾘｶﾞﾅ 

中学校等名 

            中学校 

     立           学園 

              義務教育学校 

 
 
 

人物評価 

※ 該当するものに☑を記入すること。（全てに該当する者のみ推薦できます。） 

□   中途で学業を放棄することがないと思われる者である。 

□  
 学習活動、その他生活全般を通じて、態度・行動が生徒としてふさわしく、
将来良識ある社会人として活動できる見込みがある者である。 

□  奨学金返還の義務について、責任を自覚できる者である。 

学業成績 

１年次①  〔  ．  〕  平均（①＋②）／２ 
 

〔  ．  〕 ２年次② 〔  ．  〕 

※中学校等１・２年次相当学年の成績（全履修教科・科目の５段階評定の平均値）を記入すること

。（小数第二位を四捨五入。）  
※評定が出せない場合は、「評定なし」と記入してください。 

推薦所見 

※ 学業成績が3.0未満の場合のみ、申請者の学習態度や勉学意欲などを記載してください。 

 

 

 

 

 

 

     
上記の者は人物・学力ともに優良であって、学資の支弁が困難ですので、貴財団の奨学生とし

て適当と認め推薦します。  
 
     令和  年  月  日 
 

 公益財団法人鹿児島県育英財団理事長 殿 
 
 
                             中 学 校 等 名 
              
                             学 校 長 名                                       印 
 
                             作 成 者 名      

＊  御記入いただいた情報は、奨学金以外の目的には利用されません。 
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別 紙 様 式 １  

 

施設等在籍・退所証明書  

 

 下記の児童が、当施設に（  在籍している  ・  在籍していた  ） 

ことを証明します。  

 

施設等名 
 

施設等の区分 

 ・児童養護施設      ・児童自立支援施設 

 ・児童心理治療施設    ・自立援助ホーム 

 ・里親家庭で養育されている（いた） 

 ・ファミリーホームで養育されている（いた） 

氏  名 
 

生年月日 
 

在籍期間 

  
 年    月    日 から 

 

 年    月    日 まで 

 
 
令和  年  月  日 

 

施 設 等 住 所 

施 設 等 名 

代表者職・氏名                    印  

電 話 番 号 

所管名（里親の場合のみ） 

 
 
※ 奨学金を希望する児童の状況に応じて「在籍している」又は「在籍していた」のい

ずれかに○をつけてください。  
※「施設等の区分」は、該当する施設の区分に○をつけてください。  
※ 奨学金を希望する児童が入所中である場合は「在籍期間」の下段は空欄としてくだ

さい。  
※ 里親の場合は「施設等」を「里親」と読み替えてご記入ください。「代表者職・氏

名」は無記入とし「所管名」には委託を受けている自治体の児童相談所名をご記入く

ださい。  
 
＊ 御記入いただいた情報は、奨学金以外の目的には利用されません。  
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別紙様式２ 

 

給与支給（見込）証明書 

 

                                                           

                                    住所             

                                   氏名              

 

 

 

   上記の者に対する     年   月から     年   月までの給与等の支 

  払い（見込みを含む）は下記のとおりとなります。 

 

 

雇用年月日       年   月   日  

 

支給年月 支給額（円） 備考 

     年   月               ，      

     年   月               ，      

     年   月               ，      

     年   月               ，      

     年   月               ，      

     年   月               ，      

     年   月               ，      

     年   月               ，      

     年   月               ，      

     年   月               ，      

     年   月               ，      

     年   月               ，      

 賞  与 （   月）               ，      

 賞  与 （   月）               ，      

 賞  与 （   月）               ，      

合      計               ，      

 

 （注）総支給額を記入してください。 

 

 

 上記のとおり相違ないことを証明します。 

 

   令和   年   月   日 

 

 

                              住  所 

                              会 社 名 

                              代表者名                       
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別紙様式３（学校用）

令和　　年　　月　　日

学 校 名

学 校 長 名

電 話 番 号

担当者氏名

備        考

　人　　　　

（　　　　枚目／　　　　枚中）

合        計

奨学金貸与申請者一覧（高等学校等奨学生：予約募集）

氏        名
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別紙様式４（市町村教育委員会用）

令和　　年　　月　　日

教育委員会

電 話 番 号

担当者氏名

中 学 校 等 名 備        考

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

合        計 人

（　　　　枚目／　　　　枚中）

奨学金貸与申請報告書（高等学校等奨学生：予約募集）

申請者数
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学校コ－ド一覧

学校コ－ド 学校コ－ド 学校コ－ド

鹿児島市立吉田北 中学校 ５１０３０９ 指宿市立南指宿 中学校 ５１２１３６ 長島町立獅子島 中学校 ５１２４６９

〃 吉田南 中学校 ５１０３１８ 〃　西指宿 中学校 ５１２１４５ 〃 　 長島 中学校 ５１２４７８

〃　　郡山 中学校 ５１２３０７ 〃　　 山川 中学校 ５１２１６３ 〃　　平尾 中学校 ５１２４８７

　　〃　　緑丘 中学校 ５１０１９２ 〃　　 開聞 中学校 ５１２１７２ 伊佐市立大口中央 中学校 ５００１５１

〃　　吉野 中学校 ５１００１２ 枕崎市立枕崎 中学校 ５１０４２６ 　　〃 　 菱刈 中学校 ５１２５２３

〃 吉野東 中学校 ５１０２５５ 〃　　桜山 中学校 ５１０４３５ 　　霧島市立国分 中学校 ５１０７３２

〃　　坂元 中学校 ５１０２１０ 〃　　別府 中学校 ５１０４４４ 〃　　木原 中学校 ５１０７４１

〃　　清水 中学校 ５１００２１ 〃　　立神 中学校 ５１０４５３ 〃 国分南 中学校 ５１０７５０

〃　　長田 中学校 ５１００３０ 南九州市立頴娃 中学校 ５１２１８１ 〃　　舞鶴 中学校 ５１０７５９

〃　　甲東 中学校 ５１００３９ 〃　　 知覧 中学校 ５１０５２５ 〃　　溝辺 中学校 ５１０８１３

〃　　城西 中学校 ５１００４８ 〃　　 川辺 中学校 ５１０５３４ 〃　　陵南 中学校 ５１０８２２

〃　　明和 中学校 ５１０２０１ 南さつま市立加世田 中学校 ５１０４６２ 〃　　横川 中学校 ５１０８３１

〃　　武岡 中学校 ５１０２７３ 〃　　万世 中学校 ５１０４８０ 〃　　牧園 中学校 ５１０８５８

〃　 　　武 中学校 ５１００５７ 〃　　大笠 中学校 ５００１４３ 〃　　霧島 中学校 ５１０８６７

〃　　西陵 中学校 ５１０２６４ 〃　　坊津 学園 ５００１８６ 〃　　隼人 中学校 ５１０８７６

〃　　甲南 中学校 ５１００６６ 〃　　金峰 学園 ５１２３３４ 〃 日当山 中学校 ５１０８８５

〃 天保山 中学校 ５１００７５ 日置市立東市来 中学校 ５１２２５３ 〃 牧之原 中学校 ５１０９０３

〃　　鴨池 中学校 ５１００８４ 〃 伊集院 中学校 ５１２２７１ 姶良市立加治木 中学校 ５１０７６８

〃　　　 南 中学校 ５１００９３ 〃伊集院北 中学校 ５１２２８０  〃　　帖佐 中学校 ５１０７７７

〃　　紫原 中学校 ５１０１０２ 〃　　土橋 中学校 ５１２２８９ 〃　　重富 中学校 ５１０７８６

〃 西紫原 中学校 ５１０２１９ 〃　　日吉 学園 ５００２６７ 〃　　山田 中学校 ５１０７９５

〃　　伊敷 中学校 ５１０１１１ 〃　　吹上 中学校 ５１２３２５ 〃　　蒲生 中学校 ５１０８０４

〃 伊敷台 中学校 ５１０２９１ いちき串木野市立串木野 中学校 ５１２２０８ 湧水町立栗野 中学校 ５１０８４０

〃　　河頭 中学校 ５１０１２０ 〃　　市来 中学校 ５１２２４４ 〃　　吉松 中学校 ５１０８４９

〃　　桜島 学校 ５１０３００ 薩摩川内市立川内北 中学校 ５１０５４３ 曽於市立末吉 中学校 ５１０９９３

〃　　松元 中学校 ５１２２９８ 〃川内中央 中学校 ５１０５５２ 〃 大隅 中学校 ５００００３

〃　　谷山 中学校 ５１０１４７ 〃 川内南 中学校 ５１０５６１ 〃 財部 中学校 ５１０９６６

〃 東谷山 中学校 ５１０２２８ 〃　　水引 中学校 ５１０５７０ 志布志市立松山 中学校 ５１１０１１

〃　　和田 中学校 ５１０１５６ 〃　　平成 中学校 ５１０５９７ 〃志布志 中学校 ５１１０２０

〃　　福平 中学校 ５１０１６５ 〃　　樋脇 中学校 ５１０６０６ 〃　　有明 中学校 ５１１０４７

〃　　錫山 中学校 ５１０１７４ 〃　　入来 中学校 ５１０６１５ 〃　　宇都 中学校 ５１１０５６

〃 谷山北 中学校 ５１０１８３ 〃　　東郷 学園 ５００２１６ 〃 伊崎田 中学校 ５１１０６５

〃 皇徳寺 中学校 ５１０２８２ 〃 祁答院 中学校 ５１０６６９ 〃 悠志 学園 ５００３２１

〃　　星峯 中学校 ５１０２４６ 〃　 　　里 中学校 ５１０６７８ 大崎町立大崎 中学校 ５１１０７４

〃　　桜丘 中学校 ５１０２３７ 〃   海星 中学校 ５１０７１４ 鹿屋市立鹿屋 中学校 ５１１１４６

〃　　喜入 中学校 ５１２１５４ さつま町立宮之城 中学校 ５１０６４２ 〃 鹿屋東 中学校 ５１１２０９

〃　　鹿児島玉龍 中学校 ５０００３８ 阿久根市立阿久根 中学校 ５１２３４３ 〃第一鹿屋 中学校 ５１１１５５

三島村立三島硫黄島 学園 ５００２２４ 〃 鶴川内 中学校 ５１２３６１ 〃　　田崎 中学校 ５１１１６４

〃　　三島竹島 学園 ５００２３２ 〃　　三笠 中学校 ５１２３７０ 〃 大姶良 中学校 ５１１１７３

〃　　三島大里 学園 ５００２４０ 出水市立出水 中学校 ５１２３７９ 〃　　花岡 中学校 ５１１１９１

〃　　三島片泊 学園 ５００２５９ 〃　米ノ津 中学校 ５１２３８８ 〃　　高隈 中学校 ５１１２００

十島村立中之島 学園 ５１０３６３ 〃　鶴荘 学園 ５００１９４ 鹿屋市立輝北 中学校 ５００１３５

〃　　平島 学園 ５１０３７２ 〃　米ノ津中学校桂島 分校 ５１２４１５ 〃　　串良 中学校 ５１１２１８

〃　　諏訪之瀬島 学園 ５００２９１ 〃 大川内 中学校 ５１２４０６ 〃 細山田 中学校 ５１１２２７

〃　　宝島 学園 ５１０３９０ 〃 高尾野 中学校 ５１２４２４ 〃 上小原 中学校 ５１１２３６

〃　　小宝島 学園 ５００２８３ 〃　　江内 中学校 ５１２４３３ 〃　　吾平 中学校 ５１１３１７

〃　悪石島 学園 ５１０４０８ 〃　　野田 中学校 ５１２４４２ 垂水市立垂水中央 中学校 ５０００７０

〃　口之島 学園 ５１０４１７ 長島町立鷹巣 中学校 ５１２４５１ 東串良町立東串良 中学校 ５１１２４５

指宿市立北指宿 中学校 ５１２１２７ 〃　　川床 中学校 ５１２４６０

中学校名 中学校名 中学校名
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学校コ－ド一覧

学校コ－ド 学校コ－ド 学校コ－ド

錦江町立錦江 中学校 ５０００５４ 徳之島町立亀津 中学校 ５１１９７４ 鹿児島純心女子 中学校 ５１２５５０

〃　　田代 中学校 ５１１３９８ 〃 井之川 中学校 ５１１９８３ ラ・サール 中学校 ５１２５５９

南大隅町立根占 中学校 ５１１３６２ 〃　　尾母 中学校 ５１１９９２ 大口明光学園 中学校 ５１２５６８

〃第一佐多 中学校 ５１１４１６ 〃 東天城 中学校 ５１２００１ 鹿児島修学館 中学校 ５１２５７７

肝付町立内之浦 中学校 ５１１２５４ 〃      山 中学校 ５１２０１０ れいめい 中学校 ５１２５８６

〃　　岸良 学園 ５００２７５ 〃　　手々 中学校 ５１２０１９ 池田学園池田 中学校 ５１２５９５

〃　　高山 中学校 ５１１２８１ 天城町立天城 中学校 ５１２０２８ 志學館 中等部 ５１２６０４

〃　　波野 中学校 ５１１２９０ 〃　　北 中学校 ５１２０３７ 鹿児島育英館 中学校 ５１２６１３

〃　　国見 中学校 ５１１２９９ 〃　にしあぎな 学園 ５１２０４６ 神村学園 中等部 ５１２６２２

西之表市立種子島 中学校 ５０００６２ 〃　にしあぎな三京 分校 ５００３３０ 鹿児島第一 中学校 ５１２６３１

中種子町立中種子 中学校 ５１１５１５ 伊仙町立伊仙 中学校 ５１２０５５ 鹿児島盲学校 中学部 ５１２６４０

南種子町立南種子 中学校 ５１１５２４ 〃　　面縄 中学校 ５１２０６４ 鹿児島聾学校 中学部 ５１２６４９

屋久島町立中央 中学校 ５００１００ 〃 犬田布 中学校 ５１２０７３ 武岡台特別支援学校 中学部 ５１２６５８

〃　　金岳 中学校 ５１１５６０ 和泊町立和泊 中学校 ５１２０８２ 鹿児島特別支援学校 中学部 ５１２６６７

〃　　岳南 中学校 ５１１５７８ 〃 城ケ丘 中学校 ５１２０９１ 鹿児島南特別支援学校 中学部 ５００３０５

　〃　　安房 中学校 ５１１５８７ 知名町立知名 中学校 ５１２１００ 皆与志特別支援学校 中学部 ５１２６８５

奄美市立名瀬 中学校 ５１１５９６ 〃　　田皆 中学校 ５１２１０９ 指宿特別支援学校 中学部 ５１２６９４

〃　　金久 中学校 ５１１６０５ 与論町立与論 中学校 ５１２１１８ 南薩特別支援学校 中学部 ５１２７０３

〃　　朝日 中学校 ５１１６１４ 鹿児島大学教育学部附属 中学校 ５１２５３２ 串木野特別支援学校 中学部 ５１２７１２

〃　　小宿 中学校 ５１１６２３ 鹿児島県立楠隼 中学校 ５００１６０ 出水特別支援学校 中学部 ５１２７２１

〃　　大川 中学校 ５１１６３２ 鹿児島県立いろは 中学校 ５００３１３ 加治木特別支援学校 中学部 ５１２７３０

〃　　崎原 中学校 ５１１６５０ 鹿児島盲学校 中学部 ５１２６４０ 牧之原特別支援学校 中学部 ５１２７３９

〃 芦花部 中学校 ５１１６４１ 鹿児島聾学校 中学部 ５１２６４９ 鹿屋特別支援学校 中学部 ５１２７４８

〃　　住用 中学校 ５１１７４０ 武岡台特別支援学校 中学部 ５１２６５８ 中種子特別支援学校 中学部 ５１２７５７

〃　市 中学校 ５１１７４９ 鹿児島特別支援学校 中学部 ５１２６６７ 大島特別支援学校 中学部 ５１２７６６

〃　　東城 中学校 ５１１７５８ 鹿児島南特別支援学校 中学部 ５００３０５
鹿児島大学教育学部

附属特別支援学校
中学部 ５１２５４１

〃 赤木名 中学校 ５１１９２９ 皆与志特別支援学校 中学部 ５１２６８５

〃　　笠利 中学校 ５１１９３８ 指宿特別支援学校 中学部 ５１２６９４ ９９９９９９

大和村立大和 中学校 ５１１６５９ 南薩特別支援学校 中学部 ５１２７０３

宇検村立田検 中学校 ５１１７０４ 串木野特別支援学校 中学部 ５１２７１２

〃　久志 中学校 ５１１７１３ 出水特別支援学校 中学部 ５１２７２１

宇検村立名柄 中学校 ５１１７２２ 加治木特別支援学校 中学部 ５１２７３０

〃　　阿室 中学校 ５１１７３１ 牧之原特別支援学校 中学部 ５１２７３９

瀬戸内町立篠川 中学校 ５１１７７６ 鹿屋特別支援学校 中学部 ５１２７４８

〃　　薩川 中学校 ５１１７９４ 中種子特別支援学校 中学部 ５１２７５７

〃　　諸鈍 中学校 ５１１８２１ 大島特別支援学校 中学部 ５１２７６６

〃 伊子茂 中学校 ５１１８３０
鹿児島大学教育学部

附属特別支援学校
中学部 ５１２５４１

〃　　池地 中学校 ５１１８４８

〃　　与路 中学校 ５１１８５７

〃　古仁屋 中学校 ５１１８６６

瀬戸内町立阿木名 中学校 ５１１８７５

〃　　油井 中学校 ５１１８９３

龍郷町立龍南 中学校 ５１１９０２

〃　　龍北 中学校 ５１１９１１

〃　　秋徳 中学校 ５１１９２０

喜界町立喜界 中学校 ５００１１９

中学校名 中学校名 中学校名

県外中学校など
記載のない中学校等
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住所コ－ド一覧

市町村名 住所コ－ド 市町村名 住所コ－ド 市町村名 住所コ－ド

鹿児島市 46201 志布志市 46221 大島郡大和村 46523

鹿屋市 46203 南九州市 46223 大島郡宇検村 46524

枕崎市 46204 姶良市 46225 大島郡瀬戸内町 46525

いちき串木野市 46218 鹿児島郡三島村 46303 大島郡龍郷町 46527

阿久根市 46206 鹿児島郡十島村 46304 大島郡喜界町 46529

奄美市 46222 薩摩郡さつま町 46392 大島郡徳之島町 46530

出水市 46208 出水郡長島町 46404 大島郡天城町 46531

伊佐市 46224 姶良郡湧水町 46452 大島郡伊仙町 46532

指宿市 46210 曽於郡大崎町 46468 大島郡和泊町 46533

南さつま市 46219 肝属郡東串良町 46482 大島郡知名町 46534

霧島市 46220 肝属郡錦江町 46490 大島郡与論町 46535

西之表市 46213 肝属郡南大隅町 46491

垂水市 46214 肝属郡肝付町 46492

薩摩川内市 46215 熊毛郡中種子町 46501

日置市 46216 熊毛郡南種子町 46502

曽於市 46217 熊毛郡屋久島町 46505
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第１号様式

ﾌﾘｶﾞﾅ

円

円 円

円

円 円

1,681,000

0

1,500

0

0

0

1 1 1 1 1

コーポ育英３０１号室

ｲｸｴｲ   ﾀﾛｳ

育英　太郎

4 6 2 0 1

7

6

5

4

3 弟 育英　二郎 10 ○○小学校 ４

2 姉 育英　花子 17 ○○高校 ２ XXXXXXX

1 本人 育英　太郎 15 ○○中学校 ３

　生計維持者が扶養する子どもについて

本人との
続柄

氏名 年齢
在学学校 育英財団の奨学生又は返還中

の場合は奨学生番号（７桁）
を記入してください。学校名 学年

2 母 45
調整控除額

調整額
育英　春子

課税標準額
市町村民税調整控除額及び

市町村民税調整額

1 父 45
調整控除額

調整額
育英　秋男

　※世帯の状況
　　　・ひとり親世帯　（※再婚している場合は除く。）

　　　・生活保護受給世帯　　 　・児童養護施設等入所　　 　・該当なし

　生計維持者について
　※生計維持者は申請者の父母（２名）です。（ひとり親世帯等を除く。）
　　父母がいない場合は、これに代わって家計を支えている者となります。

本人との
続柄

氏名 年齢
※所得額課税額証明書を提出する場合は記入

進
学
希
望
校

名
称

○○高校
※ 国公立・私立 学

科
名

普通科
※ 全・定・通

貸与開始から卒業までの正規の修学期間 令和９年４月から令和１２年３月まで（ ３ 年間）

アパート名
（マンション）

部屋番号

電話番号 090－○○○○－○○○○

※携帯電話番号を記入
した場合は、続柄

（　母　）

※　入学後の通学区分 自宅通学　　　・　　　自宅外通学

氏
名

生年月日
昭和

平成
○○年　 ５月　 １日

家
族
住
所
等

〒 890 － 8577
　鹿児島県 鹿児島市鴨池新町　○－○住所

コード

【記入例】

奨学金貸与申請書（高等学校等奨学生：予約募集）

※裏面の保護者自署欄以外は、全て申請者（生徒本人）が記入すること。
学
校
名

鹿児島
市 町

村 立

中学校
学　園
義務教育学校

学校
コード

1

学校が記入

住所コード一覧から転記

奨学生番号（７桁）を記入

看護科は５年、通信制・定時制は４年と記入
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　貴財団の奨学生として採用の上、奨学金を貸与してくださるよう申請します。

令和　　年　　月　　日

　　　 氏名

氏名

公益財団法人鹿児島県育英財団理事長　殿

【注意事項】

⑴　※印の欄は、該当するものを○で囲むこと。

⑵　「住所コード」欄は、別添「住所コード一覧」を参照し記入すること。

＊　御記入いただいた情報は、奨学金以外の目的には利用されません。

育英　秋男保護者

（保護者自署）

⑶　「貸与開始から卒業までの正規の修学期間」欄は、看護学科の場合５年間、通信制・定時制の場合
　４年間。

本　人

（本人自署）

育英　太郎

　高等学校等での目標（頑張りたいことや希望進路等）を１００文字以上で記入してください。

奨学金は、給付型（もらう）ではなく、貸与型（借りる）であり、卒業後は、必ず返還が必要となりま
す。卒業後の奨学金返還の計画、決意を記入してください。

　奨学金貸与申請に至った家庭の生活状況やその他特記すべき事情を詳しく記入してください。

各自自署すること。
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申請者
チェック

学校
チェック

　申請者氏名（　　　　　　　　　　　）

　「人物評価」の３項目全てに☑を記入していますか。

　上記の「学業成績」が「３．０未満」の場合、推薦所見が記入されていますか。

　チェック欄に○印またはレ点を、該当しない項目には斜線を記入し、学校へ提出してください。

チ　　　　ェ　　　　ッ　　　　ク　　　　項　　　　目

　この奨学金は、奨学金を借りた人が返している返還金を、次の世代の奨学生に貸与(貸付)
する資金となる仕組みであることを理解していますか。

　生計維持者全員（原則、父母２名分）の令和８年度所得額課税額証明書（原本）【市町村
役場発行】又は世帯全員分の名前が記載された生活保護受給証明書（原本）が添付されてい
ますか。

　家族の電話番号欄に、携帯電話番号を記入した場合、誰の携帯電話番号であるか続柄を記
入しましたか。

　生計維持者（原則、父母２人）について、続柄・氏名を正しく記入してありますか。
　※生計維持者は、参考資料「生計維持者について」で確認できます。

　生計維持者の「課税標準額」・「市町村民税調整控除額」等が記入してありますか。
　※０円の場合も「０」を記入してください。

　生計維持者が扶養する子どものうち、育英財団の奨学金を貸与中又は返還中の者につい
て、奨学生番号（７桁）を記入してありますか。

　上記の所得額課税額証明書は、以下の項目が記載されたものですか。
　①課税標準額　②調整控除額　③税額調整額　　④扶養親族数及び内訳
　⑤控除等に係る本人該当区分　⑥合計所得金額　⑦総所得金額等

　※記載がない項目がある場合、審査が不利になったり、再提出を求めることがあります。

所
得
額
課
税
額

証
明
書

確

認

事

項

　高等学校等での目標について、生徒本人が１００文字以上で記入していますか。

　申請者（生徒本人）が全て記入していますか。

奨
　
学
　
金
　
貸
　
与
　
申
　
請
　
書

令和９年度高等学校等奨学生予約募集チェックシート

奨
学
生

推
薦
書

　「学業成績」欄は正しく記入してありますか。

　本人と保護者の署名は、それぞれ各自で記入していますか。

　記載内容に誤りがあった場合は、誤った部分を二本線で消し、余白に正しい事項を記入し
てありますか。※修正用具は使用しないでください。

　奨学金の貸与を受けるのは、申請者（生徒）本人であり、奨学金の貸与終了後は、申請者
（生徒本人）及び連帯保証人に返還の義務があります。
　高等学校等卒業後は、どのように奨学金を返還していくのか、家族等の関係者間で話し合
いましたか。

　記入にあたって、黒か紺のボールペンで書いていますか。
　※　鉛筆や消せるボールペン（フリクションペン等）は使用不可です。

　申請書は、全ての欄をもれなく記入又は該当する部分を○で囲んでいますか。
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7

8

9

　同居の兄弟や祖父母の所得額課税額証明書の提出は必要ですか。

　生計維持者（原則、父母）以外の所得額課税額証明書の提出は必要ありません。

　育英財団奨学金の貸与を受けている兄姉がいる場合、弟妹は貸与の申請ができますか。

　申請できます。
　財団で審査の上、採用が決定した場合は、貸与を受けることができます。

　無職であっても必ず生計維持者全員の所得額課税額証明書の提出が必要です。

　生計維持者である父（母）は無職ですが、所得額課税額証明書は必要ですか。

　入学前に奨学金の貸与を受けたいのですが、入学一時金等の制度はありますか。

　育英財団奨学金と他の団体が実施する奨学金を併せて申請したいのですが、併用は可能ですか。

5

6

　ありません。
　なお、市町村で高等学校入学者向けの一時金貸与を実施している場合がありますので、詳細についてはお
住まいの市町村へお問い合わせください。

　育英財団は日本学生支援機構との併用は認めていませんが、それ以外の団体が実施する奨学金の併用を認
めています。
　ただし、育英財団との併用を認めていない奨学金もありますので、申請前に併用したい奨学金の実施団体
へお問い合わせください。

奨学金関係Ｑ＆Ａ

　育英財団奨学金の貸与を申請すれば、必ず採用されますか。

　申請は可能です。
　ただし、奨学金等の貸付を受けなくても、高等学校への就学が可能となるよう、生活保護で高等学校等就
学費を給付される制度があります。
　奨学金の貸与を希望される場合、保護費等が減額調整される場合もありますので、事前に福祉事務所等に
相談してください。

　保護者は、鹿児島県内居住者でなければなりませんか。

　生活保護を受給していますが、奨学金の申請は可能ですか。

　県外の高等学校等に進学を希望していますが、申請はできますか。

　保護者が鹿児島県内に居住していれば、申請できます。
　ただし、保護者が県外へ転出した場合は、取消しになります。

1

2

4

　申請者の人物・学力・家計の基準を総合的に審査・選考します。
　基準や資格を満たしていても、応募者が多い場合は、採用されないことがあります。

　保護者が鹿児島県内に居住していることが条件となります。（国籍不問）
　県外に居住している場合、お住まいの自治体へお問い合わせください。

3
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奨学金関係Ｑ＆Ａ

該当月 継続者 予約採用 在学採用

４月～６月分 5月10日 ５月末 
７月～９月分 7月10日 7月10日
10月～12月分 10月10日 10月10日 10月10日
１月～３月分 1月10日 1月10日 1月10日

７月末 

12

10

　奨学金はいつ頃交付されますか。

　５月・７月・10月・１月の10日が交付日になります。
　ただし、予約募集採用者の第１回交付（４～６月分）は５月末、在学募集採用者の第１回交付（４～９月
分）は７月末を予定しています。
　なお、交付日が土・日及び祝日の場合は、前営業日を予定しています。

　予約募集で不採用となった場合、在学募集に再申請できますか。

　予約募集で不採用であっても、在学募集に再申請できます。
　なお、在学募集申請時に基準を満たしていれば採用となる場合もあります。

　第二連帯保証人に年齢制限はありますか。

11

　年齢制限はありません。
　第二連帯保証人には、本人及び第一連帯保証人と別生計である成年者で、連絡先が明確であって、債務保
証能力のある方を選定できます。
　この条件を満たす者であれば、例えば、無職の祖父（70歳）であっても第二連帯保証人に選定できます。
　ただし、いずれの連帯保証人も自己破産者（免責になった者も含む。）及び再生債務者等保証能力がない
人は認められません。

  選定された連帯保証人は、採用候補と認定された後に提出する「誓約書・奨学金借用証書」への自署及び
印鑑登録証明書の提出が必要です。
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